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横浜市企業立地動向調査 業務説明資料 

 

１ 件名 

  横浜市企業立地動向調査業務委託（以下「本業務委託」という。） 

 

２ 業務目的 

本市は、これまで積極的に企業誘致を進めており、助成の対象エリアに指定している特

定地域（13 地域）の企業立地動向について、現状を把握する必要がある。また、本市のさ

らなる持続的な経済成長のために、特定地域以外の郊外部を含め、現状を踏まえた新たな

企業誘致・立地施策の検討が必要である。 

さらに、人材確保や市内での働く場について、多様化するような動きがあり、オフィス

の現状及び今後求められる働く場の在り方について、政府が進める働き方改革の推進を

踏まえた十分な考察が必要である。 

  本業務委託は、本市内の企業立地動向調査を行い、今後の企業誘致・立地施策の検討に

資する情報やデータを得ることを目的とする。 

 

３ 履行期間（期限） 

  契約締結の日から令和２年３月 19 日まで 

 

４ 概算業務価格 

参考見積書は、業務価格を上限 5,000 千円（税込）とし積算根拠が分かるように明示し

て作成すること。この価格を超える提案は受理しない。 

 

５ 納入場所 

  横浜市経済局企業誘致・立地課 

  （横浜市中区真砂町 2-22 関内中央ビル５階） 

 

６ 業務内容 

(1) 特定地域（13 地域）の企業立地動向調査 

委託者が経済センサスをベースに作成した特定地域（13 地域）ごとの「事業所・産

業構成等推移票」を使用し、経済センサスデータや工業統計データを活用したクロス集

計などの手法を提案し、エリアごとに特性等の現状分析及び企業立地促進条例を活用

して立地した企業データを用いて本条例の効果についての考察を行う。 

また、工業系エリアについては、過年度に実施した調査データ（別途貸与）を用いた

分析及び考察を行うこと。 

この調査により、本市制度により立地を促進した特定地域の状況分析と、分析結果を

踏まえた企業誘致・立地施策の検討につなげる。 
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 (2) 業務系用途の立地動向調査 

市内において、都市計画法に定める地区計画を定める地域のうち、地区計画において

業務系の土地利用を位置づけているエリアについて、業務系用途の立地動向を調査す

る方法を提案し、実施する。 

調査対象は、特定地域（13 地域）を除き、既に土地利用がなされている以下のエリ

アとする。 

調査にあたっては、統計データ等を活用し、地区計画を踏まえた土地利用前後の推移

を調査することなどにより状況を把握し、業務系用途の立地動向を分析すること。 

この調査により、特定地域以外の郊外部に有効な企業誘致・立地施策の検討につなげ

る。 

【調査対象エリア】 

① 新杉田駅南地区 

② 二俣川駅周辺地区、二俣川駅北口駅前地区 

③ 青葉鴨志田地区 

④ 日ノ出町駅前Ａ地区 

⑤ 戸塚駅西口第３地区、戸塚駅前中央地区 

⑥ 上大岡Ｃ南再開発促進地区 

⑦ 新横浜長島地区 

⑧ たまプラーザ駅周辺地区 

 

 (3) コワーキングスペースの実態調査 

最新のオフィスビル市況は、コワーキングスペースのリーシング取引が目立ってお

り、今後もコミュニティー指向の重要視、政府による働き方改革の推進によりコワー

キングスペースの拡大し、需要も継続的に増加すると予想されている。 

    そこで、市内全域のコワーキングの実態（利用者属性・料金体系・利用状況等）を

把握するための調査方法を提案し、実施する。 

また、この実態調査結果や海外などの先進事例を活用し、コワーキングスペースが

企業立地の受け皿になり得るかという視点で、分析及び考察を行う。 

    

(4) コワーキングスペースの立地による効果検証手法等の検討 

   上記(3)の分析にあわせ、コワーキングスペースが立地することによる経済的効果

や地域への効果等を検証するため、先進事例等を参考に定量的・定性的な効果検証手

法や項目について検討する。 

この調査・検討により、市内のコワーキングスペース立地状況や効果を把握し、今

後の企業誘致・立地施策におけるコワーキングスペースの位置づけの整理や施策の検

討につなげる。 
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(5) 報告書作成 

      必要に応じて調査結果の根拠となるデータを補完し、報告書を作成する。報告書の

内容は、調査結果及び根拠となるデータの収集結果に基づき、今後の企業立地動向を

分析及び考察したものとする。また、(1)から(4)の調査結果を踏まえ、本市における

今後の企業誘致・立地施策の方向性等について、具体的かつ積極的な提案を行う。 

なお、上記報告書とは別に、調査の進捗及びデータ等収集状況について、中間報告

を 12 月に行うこと。 

  ア データ収集 

  イ 調査結果・データ収集結果に基づいた報告書の作成 

 

７ 成果品 

(1)  中間報告書 

ア 印刷したもの ３部 

イ 電子ファイル 一式（データ形式は PDF 及び Word または Excel とする。） 

(2) 報告書 

ア 印刷、製本したもの ３部 

イ 電子ファイル 一式（データ形式は PDF 及び Word または Excel とする。） 

(3)  報告書概要版（Ａ３ １枚程度） 

ア 印刷したもの ３部 

イ 電子ファイル 一式（データ形式は PDF 及び Word または Excel とする。） 

 

８ 特記事項 

(1) 受託者はこの委託業務を、本委託仕様書のほか、横浜市契約規則、横浜市委託契約約

款、個人情報取扱特記事項及び電子計算機処理等の契約に関する情報取扱特記事項な

どの関係法令等に基づき実施すること。 

(2) 事業実施にあたっては、常に横浜市と密接な連携を図ること。本委託業務の作業内容

に疑義のある場合や本仕様書等に定めのない事項および重要な事項の決定については、

あらかじめ横浜市と協議の上、その指示または承認を受けること。 






























